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概要 

（１）経営理念 

 

公社設立以来 50 年以上にわたって培ってきた技術力を発揮し、着実で質の

高い事業を通じて、東京の持つ様々な課題を解決し、都民の生活・暮らしの向

上に資するまちづくりをめざすとともに、新たな発想で将来のまちづくりにつ

いての提案も積極的に行い、魅力的で活力ある東京の持続的発展に寄与するた

め、以下の経営理念を設定しました。 

 

 

 

 

（２）平成 31 年度（2019 年度）事業計画の位置付け 

本計画は、中長期経営ビジョンの実施計画である第 2 期中期計画（2018～

2020 年度）に基づく平成 31 年度（2019 年度）事業計画である。 

 

 

 

 

東京都都市づくり公社は、安心で快適な都市環境を実現し、 

魅力的な東京の発展に貢献します。 

【経営理念】 

（中長期経営ビジョン p15 より抜粋） 
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（３）公社の課題と取り組むべき方向性 

 

 （存在価値の向上） 

・まちづくりの現状として、人口減少に伴う公共施設の集約・再編、進行す

る少子高齢化への対応、都市インフラの整備・維持管理などが多くの自治

体で課題として認識されており、まちづくりの課題は山積・多様化してい

る。また、自治体内部においても、駅周辺などの拠点地域と郊外の住宅地

では抱える課題が異なっている。 

・また、都内自治体の現状を見ると、自治体間で差があるものの、増加する

民生費による財政の圧迫、まちづくりを担う人材の確保など、厳しい状況

が続いている。 

・さらに、まちづくりの課題が変化する中、自治体まちづくりのサポート、

住民主体のまちづくり支援、まちづくりのシンクタンク機能など、新たな

役割が公社に期待されている。 

・以上のことから、各自治体の現状についての分析を強化して地域の特性や

まちづくりの課題・ニーズを適切に把握し、アドバイザーやシンクタンク

としての機能を発揮していくことで、公社の存在価値を高めていく。 

 

（経営の安定化） 

・公社の事業量見通しでは、土地区画整理事業における既受託地区の事業終

息、木密地域不燃化 10 年プロジェクトの終了、下水道の普及率が 99％を

超えたことによる工事の小規模化などにより、2021 年度以降、公社の事業

規模は急速に減少していくことが見込まれている。 

・木造住宅密集地域の不燃領域率や都市計画道路の完成率などは、現在も十

分な水準には達しておらず、短期的には、都市インフラの整備・改修、道

路整備と合わせた周辺のまちづくり等、既存の受託事業において引き続き

公社の果たす役割は大きい。しかし、長期的には、既存の受託事業はいず

れ行き詰ることが予想され、現在のビジネスモデルのままでは公社の経営

も立ち行かなくなる。 
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・一方で、都内自治体においても、特に多摩地域において人口減少・少子高

齢化は着実に進展しており、新たなまちづくりに対する需要は高まってい

る。 

・以上のように、公社を取り巻く環境は大きな転換期を迎えている。今後は、

環境の変化を好機ととらえ、積極的な事業提案による新規事業の受託や新

規分野の開拓など、新たなビジネスモデルの構築による経営の安定化を図

っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目指すべき姿） 

・今後の公社経営を進める上での基本条件ともいえる信頼の確保については、

これまでも鋭意取り組んできたところであるが、引き続き事故やミスのな

いよう着実に事業実施していくことで、自治体からの信頼を一層高めてい

く。その上で、事業ごとに黒字を確保し、経営の安定化を図り、組織の存

続条件を満たしていく。 

・次のステップとしては、きちんと黒字を継続しつつ、積極的に人材育成等

への投資を行い、更なる技術力・分析力・提案力の向上に努めることで、

組織を発展させていく。 

・また、自治体ニーズを的確に把握するなど営業力を強化することで、新規

事業の受託や新規分野の開拓につなげ、公社の力を東京の魅力あるまちづ

くりに還元するなど、自治体からの負託に応えていく。 

・このような一連の取組を本計画の初年度から着実に積み重ねていくことで、

公社の存在価値を高めるとともに社会に貢献していくことを目指す。 

 

アドバイザーや

シンクタンクとしての

存在価値の向上

新たなビジネスモデルの

構築による

経営の安定化

人口減少・

少子高齢化の

進展

まちづくりの課題

山積・多様化

自治体財政・

職員数の

厳しい現状

新たな役割への

期待
公社の事業規模

減少

既存受託事業の

行き詰まり
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※第 2 期中期計画（2018 年度～2020 年度）（2018 年 3 月策定）P16～17 より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

３つのゼロ

（マイナス脱却）

３つのアップ

（プラス上昇）

３つの成果

（目標達成）

組織の存続条件

（信頼確保）

・事故ゼロ

・ミスゼロ

・赤字ゼロ

組織の発展力

（体力の強化）

・黒字継続

・技術力ＵＰ

・分析力ＵＰ

・提案力ＵＰ

組織の能力発揮

（対応力の醸成）

・新規事業の受託

・新規分野の開拓

・公益性の発揮

自治体の信頼を

得た上で収支を改善

黒字化によりはじめて

組織の発展が可能

事業を確保した上で

公益法人の役割発揮

• 組織的な取組

• 自治体情報の分析

• 自治体ニーズの把握

•積極的な事業提案

•技術、ノウハウの継承

•高度専門家集団の育成

•シンクタンク機能の強化

•公益事業の黒字化

• 収益事業の安定化

• 経営分析力の強化

•進捗管理の徹底

•都市づくり支援事業の拡大

•自治体、住民のサポート

•公益性の発揮

経営の
安定化

営業力
の強化

組織力・
技術力
の向上

まちづくり

による

社会貢献
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平成 31 年度（2019 年度）事業計画基本方針 

 

人口減少と少子高齢化の急速な進展が現実となる中、空き家・空き地問題の深

刻化、自然災害に対する防災から減災への意識の変化、都市インフラ施設の老朽

化など、今日のまちづくりを取り巻く環境は大きく変化している。このため、地

域の特性やニーズ、置かれている状況を十分に踏まえた安全・安心・快適な都市

づくりが今まで以上に強く求められている。  

 こうした中、公社はこれまで培ってきたまちづくりのノウハウの活用や一層の

技術力向上に加え、新たな発想や創意工夫により、魅力的な東京の発展に貢献し

なければならない。  

平成 31 年度（2019 年度）は、都民及び関係自治体からの信頼を高めつつ、公

社に託された期待に応え、公益目的事業（市街地整備事業・都市環境整備事業・

都市づくり支援事業）及び収益事業（地域支援事業）を着実に推進するための事

業計画を策定する。  

（共通方針）  

「中長期経営ビジョン」（平成 26 年 12 月策定）に掲げた中長期経営目標を見

据えた計画とするとともに、「第 2 期中期計画」（2018 年 3 月策定）を踏まえた

計画とする。  
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Ⅰ.公益目的事業 

 

都民が安全・安心・快適に暮らせる首都東京の都市づくりを実現するため、以

下の事業を行う。  

 

１.市街地整備事業 

（１）土地区画整理事業（受託） 

土地区画整理事業は、地域社会の健全な発展及び活力ある地域社会の実現に寄

与することを目的に、道路などの都市基盤と安全で災害に強く良好な住環境を備

えた市街地を計画的に整備する。  

 

単位：千円 

事業費総額 

内   訳 

工事費 調査設計費 事業管理費 

10,144,445 8,142,059 454,074 1,548,312 

     

 

事業目標 事業内容 

土 地 区 画

整 理 事 業

の 着 実 な

執行 

多摩地区における公共団体施行土地区画整理事業の計画業務

（事業計画作成等）、換地業務（換地設計等）、補償業務（建物移

転協議等）、工事業務（道路築造工事等の設計、施工等）、調査設

計業務（測量、調査等）を受託し執行する。 

平成 31 年度は、八王子市、日野市、羽村市、瑞穂町、稲城市、

小金井市、武蔵村山市及び町田市から受託した施行中 15 地区及び

開発調査地区等２地区の事業を着実に実施する。 

（１）施行地区・・・宇津木地区等 15 地区 

（２）開発調査地区等・・・鶴川駅南地区等２地区 
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(施行地区) 単位：千円

委 託 者 名 地 区 名
受託面積

(ha)
工 事 費

（ 移 転 補 償 費 含 む）
調 査 設 計 費 合 計

宇 津 木 55.0 521,536 35,000 556,536

中 野 中 央 18.4 187,401 5,000 192,401

中 野 西 54.6 149,676 5,000 154,676

小 計 128.0 858,613 45,000 903,613

豊 田 南 87.1 442,063 68,268 510,331

万 願 寺 第 二 46.4 323,896 18,186 342,082

東 町 34.5 274,536 20,156 294,692

西 平 山 91.4 1,391,496 32,264 1,423,760

小 計 259.4 2,431,991 138,874 2,570,865

羽 村 市 羽 村 駅 西 口 42.4 886,717 94,188 980,905

瑞 穂 町 箱 根 ケ 崎 駅 西 27.4 1,212,495 35,199 1,247,694

稲 城 榎 戸 25.3 251,815 30,167 281,982

稲 城 矢 野 口 駅 周 辺 16.8 188,001 6,436 194,437

稲城稲城長沼駅周辺 10.6 285,981 15,646 301,627

稲 城 南 多 摩 駅 周 辺 12.2 251,471 14,392 265,863

小 計 64.9 977,268 66,641 1,043,909

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口 11.0 692,705 10,450 703,155

武 蔵 村 山 市 武 蔵 村 山 都 市 核 30.9 1,064,307 36,154 1,100,461

564.0 8,124,096 426,506 8,550,602

町 田 市 鶴 川 駅 南 2.5 - 27,568 27,568

小 金 井 市
東 小 金 井 駅 北 口

関 連 整 備
※ - 17,963 - 17,963

2.5 17,963 27,568 45,531

566.5 8,142,059 454,074 8,596,133

計

合      計

※東小金井駅北口関連整備は排水管布設工事費

土 地 区 画 整 理 事 業 概 要

八 王 子 市

日 野 市

稲 城 市

計

(開発調査地区等)　
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（２）都市機能更新事業（受託） 

都市機能更新事業は、道路ネットワークの早期完成及び都市防災機能の向上を

図ることを目的に、道路用地の取得等を行うほか、東京都が推進する「木密地域

不燃化 10 年プロジェクト」の事業を実施する。  

 

単位：千円 

事業費総額 
内     訳 

買収借上費 調査費 工事費 事業管理費 

5,364,039 4,174,811 109,811 320,832 758,585 

                       

     

事業目標 事業内容 

木 密 不 燃

化 事 業 の

着 実 な 執

行 

東京都が推進する木密地域不燃化 10 年プロジェクトに参画し、

特定整備路線及び不燃化特区における事業を受託し執行する。 

平成 31 年度の特定整備路線については、都市計画道路補助第 46

号線（目黒区原町・洗足地区）等に関する用地取得業務や相談窓口

業務を着実に実施する。 

不燃化特区については、共同化や戸別建替え、防災生活道路の整

備等の業務を着実に実施する。 

道 路 用 地

取 得 等 の

着 実 な 執

行 

 地方公共団体（１都２区５市）における都市施設の用地取得等を

受託し執行する。 

平成 31 年度の道路用地取得等については､東京都市計画道路補

助第 83 号線（北区十条地区第Ⅱ期）等の業務を着実に実施する。 

道路整備については、調布市主要市道 12 号等の業務を着実に実

施する。 
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単位：千円

事 業 委 託 者 名 地 区 名 等 事 業 内 容 買 収 借 上 費 調 査 費 工 事 費 合 計

東京都市計画道路補助第46号線（特定整備路線）
目黒区原町・洗足地区

用地取得業務
相談窓口運営等

2,293,600    10,800       20,030       2,324,430    

東京都市計画道路補助第86号線（特定整備路線）
北区志茂地区

用地取得業務
相談窓口運営等

1,177,657    13,200       42,665       1,233,522    

東京都市計画道路補助第73号線（特定整備路線）
北区十条地区

相談窓口運営等 -            -            -            -            

北 区
十条駅周辺地区

地区幹線道路1路線・主要生活道路5路線
用地取得業務

相談窓口運営等
-            13,214       -            13,214       

江 東 区 北砂三・四・五丁目地区
用地取得業務
（測量等）

-            3,200        -            3,200        

東中延一・二丁目及び中延二・三丁目地区 不燃化検討等 -            -            -            -            

旗の台四丁目及び中延五丁目地区 不燃化検討等 -            -            -            -            

目 黒 区 原町・洗足地区、目黒本町地区 建替え促進 -            1,500        -            1,500        

大 田 区
羽田二・三・六丁目地区

重点整備路線3路線
用地取得業務
建替え促進

-            700          -            700          

都市計画道路用地（優先整備路線）の先行取得 用地取得業務 - 7,709        4,801        12,510       

都市計画公園・緑地用地の先行取得 用地取得業務 - 1,407        737          2,144        

東京都市計画道路補助第83号線
北区十条地区第Ⅱ期

用地取得業務 703,554      10,835       12,638       727,027      

連続立体交差事業(埼京線十条駅付近）
用地取得業務
（測量等）

- 1,000        - 1,000        

北 区 連続立体交差事業(埼京線十条駅付近）
用地取得業務
（測量等）

- 11,788       - 11,788       

目 黒 区
東京都市計画道路補助第127号線

目黒区自由が丘地区
用地取得業務
（測量等）

- 5,900        -            5,900        

福 生 市
福生都市計画道路3・4・7号

富士見通り線
用地取得業務 - 500          5,000        5,500        

国 分 寺 市
国分寺都市計画道路3・4・12号

国分寺駅上水線
用地取得業務 - - 16,500       16,500       

武 蔵 村山 市
立川都市計画道路3・4・39号

武蔵砂川駅榎線
事業認可
取得業務

- 28,058       -            28,058       

府 中 市 朝日町スタジアム通り 道路整備 - -            49,614       49,614       

主要市道32号及び33号 道路整備 - -            60,975       60,975       

主要市道12号 道路整備 - -            107,872      107,872      

4,174,811  109,811    320,832    4,605,454  合          計

都 市 機 能 更 新 事 業 概 要

木密不燃化

東 京 都

品 川 区

道路用地
取得等

東 京 都

調 布 市
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２.都市環境整備事業 

 

（１）下水道事業（受託） 

下水道事業は、都市の健全な発達及び生活環境の向上を目的に、下水道整備の

推進や浸水対策、耐震化及び長寿命化に関する施設整備のほか、下水道施設の維

持管理を行う。  

単位：千円 

事業費総額 

内   訳 

工事費 維持管理費 事業管理費 

6,927,387 5,067,926 911,805 947,656 

                      

     

事業目標 事業内容 

下 水 道 整

備 に よ る

都 市 環 境

の向上 

下水道施設の整備・改築に関して、計画策定から設計、工事に

至る一連の業務として、汚水管の整備、雨水管の整備、耐震化、

長寿命化、ストックマネジメント等の事業を受託し執行する。ま

た、維持管理業務や下水道台帳システム更新業務を受託し執行す

る。 

平成 31 年度は、あきる野市、瑞穂町、檜原村及び平成 30 年度

より新規受託となった新島村の汚水管の整備事業、町田市の雨水

幹線事業、八王子市、府中市、小平市の長寿命化事業等、全 27 都

市町村から事業を受託し、着実に実施する。 

 



－ 11 － 

単位：千円

委 託 者 名 事 業 内 容
延 長
(m)

工 事 費 維 持 管 理費 合 計

八 王 子 市 汚水整備・長寿命化・維持管理 440      350,108     373,800   723,908     

青 梅 市 汚水整備・長寿命化・台帳システム 285      142,782     - 142,782     

町 田 市 汚水/雨水整備・長寿命化 591      727,939     - 727,939     

日 野 市 汚水/雨水整備・長寿命化 988      204,856     - 204,856     

羽 村 市 雨水整備・台帳システム 115 8,623       - 8,623       

立 川 市 台帳システム - 4,789       - 4,789       

武 蔵 野 市 雨水整備 - 16,400      - 16,400      

三 鷹 市 改築更新 - 736,000     - 736,000     

府 中 市 長寿命化・耐震化・台帳システム・維持管理 - 259,811     175,877   435,688     

昭 島 市 雨水整備・長寿命化・耐震化・台帳システム 267 709,177     - 709,177     

小 金 井 市 台帳システム - 1,420       - 1,420       

小 平 市 長寿命化 - 289,458     - 289,458     

東 村 山 市 汚水/雨水整備・耐震化・台帳システム・維持管理 673      418,317     100,981   519,298     

国 分 寺 市 ストックマネジメント・維持管理 - 64,905      80,410    145,315     

国 立 市 ストックマネジメント・台帳システム - 78,506      - 78,506      

狛 江 市 長寿命化 - 35,000      - 35,000      

清 瀬 市 雨水整備・ストックマネジメント・台帳システム - 42,760      - 42,760      

東久留米市 ストックマネジメント・台帳システム・維持管理 - 166,353     - 166,353     

武蔵村山市 雨水整備・台帳システム - 37,797      - 37,797      

稲 城 市 汚水/雨水整備・台帳システム 2,770    228,975     - 228,975     

あきる野市 汚水整備・台帳システム・維持管理 902      148,152     77,100    225,252     

西 東 京 市 台帳システム - 8,308       - 8,308       

瑞 穂 町 汚水整備・ストックマネジメント・耐震化・維持管理 1,400    212,600     45,430    258,030     

日 の 出 町 台帳システム・維持管理 - 1,135       58,207    59,342      

檜 原 村 汚水整備 700      124,718     - 124,718     

新 島 村 汚水整備 31,000      - 31,000      

東 京 都 台帳システム - 18,037      - 18,037      

9,131  5,067,926  911,805  5,979,731 

下 水 道 事 業 概 要

合               計
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（２）資源リサイクル事業（受託・自主）  

資源リサイクル事業は、都内公共工事における建設発生土を、再資源化プラン

ト施設等の運営により改良する等、再利用促進を図る。 

 

ア 東京都建設発生土再利用センター運営管理事業（受託）  

単位：千円  

事業費総額 

内   訳 

運営管理 

委託費 
工事費 都納付金 事業管理費 

2,113,213 1,800,881 186,509 19,881 105,942 

 

 

事業目標 事業内容 

建 設 発 生

土 の リ サ

イ ク ル 推

進 

 東京都建設発生土再利用センターの運営管理事業を東京都から

受託し執行する。 

主に区部の公共工事から発生する建設発生土を受け入れ、土質

改良プラントで改良土に生成し、公共工事の埋戻し材料に利用す

ること等により、建設発生土の再資源化を促進する。 

＜取扱土量（予定）＞ 発生土持込：45.0 万㎥ 

改良土持出：30.0 万㎥ 

           普通土持出：15.0 万㎥ 
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イ 多摩地区建設発生土再利用事業（自主） 

単位：千円 

事業費総額 

内   訳 

運営管理委託費 事業管理費 

415,892 369,289 46,603 

 

 

事業目標 事業内容 

建 設 発 生

土 の リ サ

イ ク ル 推

進 

 主に多摩地区の公共工事から発生する建設発生土を受け入れ、

土質改良プラントで改良土に生成し、公共工事の埋戻し材料に利

用すること等により、建設発生土の再資源化を促進する。 

また、夜間受入地として設置した昭島分所を活用し、公共工事

のニーズにより的確に対応することで、建設発生土の再資源化と

事業者の利便性向上を図る。 

＜取扱土量（予定）＞ 発生土持込：11.0 万㎥ 

改良土持出： 4.2 万㎥ 

           普通土持出： 1.0 万㎥ 
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３.都市づくり支援事業 

 

質の高いまちづくりの推進を目的とした「まちづくり支援事業」、環境負荷の

少ない都市づくりの推進を目的とした「生活環境向上事業」、緑豊かな住環境の

創出を目的とした「緑化事業」、防災都市づくりの推進を目的とした「防災・災

害対策事業」において、技術支援、助成、調査研究及び普及啓発等を行う。特に

調査研究においては、市街地整備事業や都市環境整備事業から得た専門的知見を

活用し、地域まちづくりの推進、首都東京の都市づくりのさらなる発展に活かし

ていく。 

単位：千円 

事業費総額 

内     訳 

まちづくり 

支援事業費 

生活環境 

向上事業費 
緑化事業費 

防災・災害 

対策事業費 
事業管理費 

225,082 92,700 1,390 17,150 6,770 107,072 

 

（１）まちづくり支援事業（自主）：92,700 千円 

事業目標 事業内容 

ま ち づ く

り 活 動 に

対 す る 支

援 

○まちづくり活動等に対する支援・助成 35,800 千円 

 公社職員が「まちづくりのノウハウ」を活用して、地域からの

相談を受けるなど、地域住民が行うまちづくり勉強会等の自発的

な活動を積極的に支援する。 

○調査研究 47,380 千円 

人口減少や少子高齢化が急速に進む中、若い子育て世代や高齢

者にも安心していきいきと暮らせる、魅力や活力に満ちたまちづ

くりをいかに進めていくかなど、東京都や区市町村、大学等との

連携・協力を行い、より良いまちづくりに活かせる改善、向上に

向け調査研究する。 

また、都市計画に関する専門図書等を所蔵する「まちづくり資

料室」の充実のため、関連団体との連携を図るなど、運営上の望

ましい在り方を検証する。 
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○普及啓発 9,520 千円 

 都民や自治体職員等を対象に、「都市づくりフォーラム」及び「都

市づくりセミナー」を開催し、まちづくりに関する事例をタイム

リーに情報発信していく。 

また、イベント効果向上のためのノベルティグッズ制作などの

工夫を行う。 

 

（２）生活環境向上事業（自主）：1,390 千円 

事業目標 事業内容 

下 水 道 等

生 活 環 境

向 上 に 対

す る 技 術

支援 

○技術支援 550 千円 

下水道への理解を深めることを目的として設置した情報ライブ

ラリー「下水道の森」を活用し、ＷＥＢ上で公社がこれまでに培

ってきた技術や幅広い資料について都民や下水道実務者に向けた

情報発信を行う。 

また、これまで下水道に特化していた「下水道の森」は、まち

づくり支援、緑化、防災・災害対策などを加え総合的な都市づく

り支援ツールとしてリニューアルを行う。 

○普及啓発 840 千円 

 河川の水質改善や浸水対策等、生活環境の向上に貢献する事業

や技術について理解を深めることを目的に、都民を対象とした施

設見学会等を実施する。また、自治体等が主催する各種イベント

に参加し、生活環境の向上に関する啓発活動を行う。 
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（３）緑化事業（自主）：17,150 千円 

事業目標 事業内容 

都 市 緑 化

の促進 

○緑化に係る助成 2,060 千円 

 公社が受託施行中の土地区画整理事業地区や不燃化特区におい

て、地域住民が行う接道部の緑化に係る経費の一部を助成し、緑

豊かなまちづくりを推進する。  

○苗木育成供給 10,000 千円 

公社用地を活用して東京に伝わる江戸園芸植物を育成し、都民

に供給することにより、日本の伝統的な園芸の継承に寄与しつつ、

特色ある緑化と緑の普及啓発を推進する。 

○ふれあい花畑づくり 2,680 千円 

 公社用地を一時活用し、地域住民に花と緑の地域景観の創出や

ガーデニング機会の提供を行う。また、地域住民の自主的な花畑

づくりに対して、専門家の派遣や園芸資材の提供を行う。 

○普及啓発等 2,410 千円  

 自治体等が主催するイベントに参加し、緑化に関する啓発活動

を行う。  

 

（４）防災・災害対策事業（自主）：6,770 千円 

事業目標 事業内容 

災 害 支 援

体 制 の 構

築 

○防災・災害対策に係る支援・助成 5,000 千円 

 地域住民が防災・災害対策として行う防災関連施設等の整備に

係る費用の一部を助成する。 

○技術支援 1,770 千円 

首都直下地震等の災害発生に備え、多摩地区市町村が下水道の

早期復旧を図ることが可能となるよう、下水道台帳を保管し、必

要な時に提供するバックアップ体制を整える。 

また、木密地域等において、都民を対象とした地域密着型相談

会等を開催し、災害に強いまちづくりに寄与する。 
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Ⅱ.収益事業（地域支援事業） 

 

地域の健全な発展を図り、地域住民が安心して住み続けられるまちづくりを実

現するため、地域開発事業と地域活性化事業の２事業を行う。 

これらの事業の実施により、総合的なまちづくりを促進するとともに、公益目

的事業を安定的に実施するための原資を確保する。 

単位：千円 

事業費総額 

内     訳 

造成諸費等 開発調整費 
建物運営 

管理事業費 

貸付建物 

減価償却費 
事業管理費 

2,428,712 586,801 12,000 926,480 652,439 250,992 

   ※開発事業に係る支出：119,006 千円（資産となるため事業費に含まず） 

 

（１）地域開発事業（自主） 

まちづくりの促進や健全な市街地への誘導を目的として、用地買収及び用地処

分等を行う。 

                       造成諸費等：586,801 千円 

開発調整費： 12,000 千円 

事業目標            事業内容 

健 全 な 市

街 地 へ の

誘導 

良好な住宅地の形成を図るため、用地処分を行う。 

また、都市計画道路の整備に伴う沿道まちづくりの一環として、

豊島区東池袋地区で周辺住民と協力して建物共同化を推進し、地

域の防災性向上を図る。 

  

＜公社用地処分計画＞ 

平成 31 年度における用地処分は、下記の計画に基づき実施するものとする。 

市 名 地 区 名 
処分予定面積 

（㎡） 

処分予定価額 

（百万円） 
利用目的 

青梅市他 三ツ原地区他 5,000 600 住宅用地他 
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（２）地域活性化事業（自主）  

土地・建物貸付や取得した土地において地域拠点施設整備を推進する。 

建物運営管理事業費：926,480 千円 

                    貸付建物減価償却費：652,439 千円 

事業目標 事業内容 

地 域 活 性

化の促進 

 ＪＲ青梅線河辺駅北口の河辺タウンビルをはじめとする建物貸

付を行う。また、幹線道路沿い等の公社用地で事業用定期借地権

を活用した土地貸付を行う。 

 

 ＜土地・建物等貸付事業計画＞ 

平成 31 年度における土地・建物等貸付は、下記の計画に基づき実施するも

のとする。 

市 名 地 区 名 
貸付用途及び 

貸付箇所 

貸付予定金額  

 （百万円） 

八 王 子 市 椚  田  他 1 0 地 区 

建物貸付 

 

事業用定期借地貸付 

 

駐車場貸付 

 

一時貸付他 

2,700 

青 梅 市 青梅東部新町 他３地区 

町 田 市 忠生（第一・第二工区） 

日 野 市 神 明 上  他 ３ 地 区 

羽 村 市 小 作 台  他 １ 地 区 

あ き る 野 市 西 秋 留 駅 北 口 

稲 城 市 稲城南多摩駅周辺 他１地区 

多 摩 市 和  田 

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口 
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Ⅲ.公社の機関等 

 

･････

･････

･････

･････

･････

公社の財務諸表を監査し、会計監査報告を

監 事

会 計 監 査 人

理 事 会

理 事 長

業務執行理事

作成する。

２.執行機関

３.監査機関

公社を代表し、業務を統括、執行する。

理事長を補佐し、担当の業務を執行する。

理事の職務の執行を監査し、監査報告を

作成する。

１.監督機関 評 議 員 会 定款第17条に定められた事項について

決議する。

定款第37条に定められた職務を行う。

･････

 

４ .内部統制体制構築の取組  

  内部統制体制構築のため、「内部統制体制に関する規程」を制定し、「コンプ

ライアンス委員会」を設置（平成 30 年 6 月 5 日理事会決定）  
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Ⅳ.組織 

総 務 課

総 務 部 人 事 課

企画経理課

事 業 課
区画整理部

技 術 課

八王子区画整理事務所

多摩東部区画整理事務所

多摩西部区画整理事務所

日野区画整理事務所

事 業 課

工 務 課
下 水 道 部

設 計 課

再資源利用課

八王子下水道事務所

東多摩下水道事務所

西多摩下水道事務所

南多摩下水道事務所

発生土再利用センター管理事務所

事業管理課

事業推進部 公益事業課

道路用地課

第一防災まちづくり事務所

第二防災まちづくり事務所

監
事

職員数 289名

平成３１年４月１日予定

評
議
員
会

理
事
会

理
事
長

理
事

会
計
監
査
人

 

 

 


